
番号 条　　　文

1 番号法第9条第1項

2 別表第一の24の項

3 番号法第16条

4 番号法第19条

第1号

第8号

　何人も、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、特定個人情報の提供をしては
ならない。

別表の各項の上欄に掲げる行政機関、地方公共団体、独立行政法人等その他の行政事
務を処理する者（準法定事務処理者を含む。以下この号において「別表行政機関等」
という。）のうち特定個人番号利用事務（同表の当該各項の下欄に掲げる事務のう
ち、迅速に特定個人情報の提供を受けることによって効率化を図るべきものとして主
務省令で定めるものをいう。以下この号及び次号において同じ。）を処理する者とし
て主務省令で定めるもの（法令の規定により特定個人番号利用事務の全部又は一部を
行うこととされている者がある場合にあっては、その者を含む。以下「情報照会者」
という。）が、特定個人番号利用事務を処理するために、政令で定めるところによ
り、当該特定個人番号利用事務を処理するために必要な特定個人情報として主務省令
で定めるもの（以下「利用特定個人情報」という。）を記録した特定個人情報ファイ
ルを保有する者として主務省令で定める別表行政機関等又は法務大臣（法令の規定に
より当該利用特定個人情報の利用又は提供に関する事務の全部又は一部を行うことと
されている者がある場合にあっては、その者を含む。以下「情報提供者」という。）
に対し、当該利用特定個人情報（情報提供者の保有する特定個人情報ファイルに記録
されたものに限る。）の提供を求めた場合において、当該情報提供者が情報提供ネッ
トワークシステムを使用して当該利用特定個人情報を提供するとき。

　個人番号利用事務実施者が個人番号利用事務を処理するために必要な限度で本人若
しくはその代理人又は個人番号関係事務実施者に対し特定個人情報を提供するとき
（個人番号利用事務実施者が、生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）第二十
九条第一項、厚生年金保険法第百条の二第五項その他の政令で定める法律の規定によ
り本人の資産又は収入の状況についての報告を求めるためにその者の個人番号を提供
する場合にあっては、銀行その他の政令で定める者に対し提供するときに限る。）。

　個人番号利用事務等実施者は、第十四条第一項の規定により本人から個人番号の提
供を受けるときは、当該提供をする者から個人番号カードの提示を受けることその他
その者が本人であることを確認するための措置として政令で定める措置をとらなけれ
ばならない。

第１６条　法別表二十四の項の主務省令で定める事務は、地方税法（昭和二十五年
法律第二百二十六号）その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条
例、森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律（平成三十一年法律第三号）又は
特別法人事業税及び特別法人事業譲与税に関する法律（平成三十一年法律第四号）
による地方税、森林環境税若しくは特別法人事業税の課税標準の更正若しくは決
定、税額の更正若しくは決定、納税の告知、督促、滞納処分その他の地方税、森林
環境税若しくは特別法人事業税の賦課徴収に関する事務又は地方税、森林環境税若
しくは特別法人事業税に関する調査（犯則事件の調査を含む。）に関する事務とす
る。

特定個人情報保護評価書（全項目評価書）修正案　関係法令抜粋集

内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容

  別表の各項の上欄に掲げる行政機関、地方公共団体、独立行政法人等その他の行政
事務を処理する者（法令の規定により同表の当該各項の下欄に掲げる事務の全部若し
くは一部を行うこととされている者又は当該事務に準ずる事務（個別の法律の規定に
基づく事務を除き、当該事務の性質が同表の当該各項の下欄に掲げる事務と同一であ
ることその他政令で定める基準に適合する事務に限る。）として主務省令で定めるも
の（以下この項において「準法定事務」という。）を処理する者として主務省令で定
めるもの（第十九条第八号において「準法定事務処理者」という。）がある場合に
あっては、その者を含む。第四項において同じ。）は、同表の当該各項の下欄に掲げ
る事務（準法定事務を含む。同号において同じ。）の処理に関して保有する特定個人
情報ファイルにおいて個人情報を効率的に検索し、及び管理するために必要な限度で
個人番号を利用することができる。当該事務の全部又は一部の委託を受けた者も、同
様とする。

都道府県知事又は
市町村長

地方税法その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づ
く条例、森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律又は特別
法人事業税及び特別法人事業譲与税に関する法律（平成三十一
年法律第四号）による地方税、森林環境税若しくは特別法人事
業税の賦課徴収又は地方税、森林環境税若しくは特別法人事業
税に関する調査（犯則事件の調査を含む。）に関する事務で
あって主務省令で定めるもの

＜行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律別表第
一の主務省令で定める事務を定める命令＞
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番号 条　　　文 内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容

第10号

5 番号法施行令第21条

6 地方税法第20条の11

7 地方税法第24条の5

国税庁長官が都道府県知事若しくは市町村長に又は都道府県知事若しくは市町村長が
国税庁長官若しくは他の都道府県知事若しくは市町村長に、地方税法第四十六条第四
項若しくは第五項、第七十二条の五十八、第三百十七条、第三百二十五条又は第七百
三十九条の五第七項の規定その他政令で定める同法若しくは森林環境税及び森林環境
譲与税に関する法律（平成三十一年法律第三号）又は国税（国税通則法第二条第一号
に規定する国税をいう。以下同じ。）に関する法律の規定により国税又は地方税若し
くは森林環境税に関する特定個人情報を提供する場合において、当該特定個人情報の
安全を確保するために必要な措置として政令で定める措置を講じているとき。

 法第十九条第十号の政令で定める地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）又
は国税に関する法律の規定は、同法第七十二条の五十九、第二百九十四条第三項若し
くは第七百三十九条の五第二項の規定その他主務省令で定める同法の規定又は外国居
住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和三十七
年法律第百四十四号）第四十条第四項において準用する同法第三十九条第一項から第
三項まで若しくは同法第四十条第七項において準用する同法第三十九条第六項から第
九項まで（これらの規定を同法第四十二条第一項において準用する場合を含む。）と
する。

　道府県は、次の各号のいずれかに該当する者に対しては、道府県民税の均等割及び
所得割（第二号に該当する者にあつては、第五十条の二の規定により課する所得割
（以下この款及び次款において「分離課税に係る所得割」という。）を除く。）を課
することができない。ただし、この法律の施行地に住所を有しない者については、こ
の限りでない。
一　生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）の規定による生活扶助を受けてい
る者
二　障害者、未成年者、寡婦又はひとり親（これらの者の前年の合計所得金額が百三
十五万円を超える場合を除く。）
２　分離課税に係る所得割につき前項第一号の規定を適用する場合における同号に掲
げる者であるかどうかの判定は、退職手当等の支払を受けるべき日の属する年の一月
一日の現況によるものとする。
３　道府県は、第二百九十五条第三項の規定により個人の市町村民税の均等割を課す
ることができないこととされる者に対しては、当該均等割と併せて賦課徴収すべき個
人の道府県民税の均等割を課することができない。

　徴税吏員は、この法律に特別の定めがあるものを除くほか、地方税に関する調査に
ついて必要があるときは、事業者（特別の法律により設立された法人を含む。）又は
官公署に、当該調査に関し参考となるべき簿書及び資料の閲覧又は提供その他の協力
を求めることができる。
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番号 条　　　文 内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容

8 地方税法第45条の2 　第二十四条第一項第一号に掲げる者は、三月十五日までに、総務省令で定めるとこ
ろにより、次に掲げる事項を記載した申告書を、第三百十七条の二第一項の市町村民
税に関する申告書と併せて、賦課期日現在における住所所在地の市町村長に提出しな
ければならない。ただし、第三百十七条の六第一項又は第四項の規定により給与支払
報告書又は公的年金等支払報告書を提出する義務がある者から一月一日現在において
俸給、給料、賃金、歳費及び賞与並びにこれらの性質を有する給与（以下この節にお
いて「給与」と総称する。）又は所得税法第三十五条第三項に規定する公的年金等
（以下この条において「公的年金等」という。）の支払を受けている者で前年中にお
いて給与所得以外の所得又は公的年金等に係る所得以外の所得を有しなかつたもの
（公的年金等に係る所得以外の所得を有しなかつた者で社会保険料控除額（政令で定
めるものを除く。）、小規模企業共済等掛金控除額、生命保険料控除額、地震保険料
控除額、勤労学生控除額、配偶者特別控除額（所得割の納税義務者（前年の合計所得
金額が九百万円以下であるものに限る。）の第三十四条第一項第十号の二に規定する
自己と生計を一にする配偶者（前年の合計所得金額が九十五万円以下であるものに限
る。）で控除対象配偶者に該当しないものに係るものを除く。）若しくは第三十四条
第四項に規定する扶養控除額の控除又はこれらと併せて雑損控除額若しくは医療費控
除額の控除、第三十二条第八項に規定する純損失の金額の控除、同条第九項に規定す
る純損失若しくは雑損失の金額の控除若しくは第三十七条の二第一項（同項第四号に
掲げる寄附金（特定非営利活動促進法第二条第三項に規定する認定特定非営利活動法
人及び同条第四項に規定する特例認定特定非営利活動法人に対するものを除く。第五
項において同じ。）に係る部分を除く。）及び第十一項の規定により控除すべき金額
（以下この条において「寄附金税額控除額」という。）の控除を受けようとするもの
を除く。）並びに第三百十七条の二第一項ただし書に規定する市町村の条例で定める
者については、この限りでない。
一　前年の総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額
二　青色専従者給与額（所得税法第五十七条第一項の規定による計算の例により算定
した同項の必要経費に算入される金額をいう。）又は事業専従者控除額に関する事項
三　第三十二条第八項に規定する純損失の金額の控除に関する事項
四　第三十二条第九項に規定する純損失又は雑損失の金額の控除に関する事項
五　雑損控除額、医療費控除額、社会保険料控除額、小規模企業共済等掛金控除額、
生命保険料控除額、地震保険料控除額、障害者控除額、寡婦控除額、ひとり親控除
額、勤労学生控除額、配偶者控除額、配偶者特別控除額又は扶養控除額の控除に関す
る事項
六　寄附金税額控除額の控除に関する事項
七　扶養親族に関する事項
八　前各号に掲げるもののほか、道府県民税の賦課徴収について必要な事項
２　市町村長は、第三百十七条の六第一項の給与支払報告書又は同条第四項の公的年
金等支払報告書が一月三十一日までに提出されなかつた場合において、道府県民税の
賦課徴収について必要があると認めるときは、これらの規定により給与支払報告書又
は公的年金等支払報告書を提出する義務がある者から一月一日現在において給与又は
公的年金等の支払を受けている者で前年中において給与所得以外の所得又は公的年金
等に係る所得以外の所得を有しなかつたものを指定し、その者に、前項の道府県民税
に関する申告書を、第三百十七条の二第二項の市町村民税に関する申告書と併せて同
項の期限までに提出させることができる。
３　第三百十七条の六第一項又は第四項の規定により給与支払報告書又は公的年金等
支払報告書を提出する義務がある者から一月一日現在において給与又は公的年金等の
支払を受けている者で前年中において給与所得以外の所得又は公的年金等に係る所得
以外の所得を有しなかつたもの（前二項の規定により第一項の道府県民税に関する申
告書を提出する義務を有する者を除く。）は、雑損控除額若しくは医療費控除額の控
除、第三十二条第八項に規定する純損失の金額の控除、同条第九項に規定する純損失
若しくは雑損失の金額の控除又は寄附金税額控除額の控除を受けようとする場合に
は、三月十五日までに、総務省令で定めるところにより、これらの控除に関する事項
を記載した申告書を、第三百十七条の二第三項の市町村民税に関する申告書と併せて
賦課期日現在における住所所在地の市町村長に提出しなければならない。
４　第一項ただし書に規定する者（第二項の規定により第一項の道府県民税に関する
申告書を提出する義務を有する者を除く。）は、前年中において純損失又は雑損失の
金額がある場合には、三月十五日までに同項の道府県民税に関する申告書を、第三百
十七条の二第四項の市町村民税に関する申告書と併せて提出することができる。
５　第二十四条第一項第一号に掲げる者は、第三十七条の二第一項（同項第四号に掲
げる寄附金に係る部分に限る。）の規定により控除すべき金額の控除を受けようとす
る場合には、三月十五日までに、総務省令で定めるところにより、当該寄附金の額そ
の他必要な事項を記載した申告書を、第三百十七条の二第五項に規定する申告書と併
せて賦課期日現在における住所所在地の市町村長に提出しなければならない。
６　第一項又は第四項の場合において、前年において支払を受けた給与で所得税法第
百九十条の規定の適用を受けたものを有する第二十四条第一項第一号に掲げる者が、
第一項の道府県民税に関する申告書を提出するときは、同項各号に掲げる事項のうち
総務省令で定めるものについては、総務省令で定める記載によることができる。
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番号 条　　　文 内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容

9 地方税法第45条の3

10 地方税法第45条の3の2

　第二十四条第一項第一号の者が前年分の所得税につき所得税法第二条第一項第三十
七号の確定申告書（以下本条において「確定申告書」という。）を提出した場合（政
令で定める場合を除く。）には、本節の規定の適用については、当該確定申告書が提
出された日に前条第一項から第四項までの規定による申告書が提出されたものとみな
す。ただし、同日前に当該申告書が提出された場合は、この限りでない。
２　前項本文の場合には、当該確定申告書に記載された事項（総務省令で定める事項
を除く。）のうち前条第一項各号又は第三項に規定する事項に相当するもの及び次項
の規定により付記された事項（総務省令で定める事項を除く。）は、同条第一項から
第四項までの規定による申告書に記載されたものとみなす。
３　第一項本文の場合には、確定申告書を提出する者は、当該確定申告書に、総務省
令で定めるところにより、道府県民税の賦課徴収につき必要な事項を付記しなければ
ならない。

　所得税法第百九十四条第一項の規定により同項に規定する申告書を提出しなければ
ならない者（以下この条において「給与所得者」という。）は、当該申告書の提出の
際に経由すべき同項に規定する給与等の支払者（以下この条において「給与支払者」
という。）から毎年最初に給与の支払を受ける日の前日までに、総務省令で定めると
ころにより、次に掲げる事項を記載した申告書を、第三百十七条の三の二第一項に規
定する申告書と併せて、当該給与支払者を経由して、当該給与所得者の住所所在地の
市町村長に提出しなければならない。
一　当該給与支払者の氏名又は名称
二　所得割の納税義務者（合計所得金額が千万円以下であるものに限る。）の自己と
生計を一にする配偶者（第三十二条第三項に規定する青色事業専従者に該当するもの
で同項に規定する給与の支払を受けるもの及び同条第四項に規定する事業専従者に該
当するものを除き、合計所得金額が百三十三万円以下であるものに限る。次条第一項
において同じ。）の氏名
三　扶養親族の氏名
四　その他総務省令で定める事項
２　前項の規定による申告書を提出した給与所得者は、その年の中途において当該申
告書に記載した事項について異動を生じた場合には、同項の給与支払者からその異動
を生じた日後最初に給与の支払を受ける日の前日までに、総務省令で定めるところに
より、その異動の内容その他総務省令で定める事項を記載した申告書を、第三百十七
条の三の二第二項に規定する申告書と併せて、当該給与支払者を経由して、当該給与
所得者の住所所在地の市町村長に提出しなければならない。
３　前二項の場合において、これらの規定による申告書がその提出の際に経由すべき
給与支払者に受理されたときは、その申告書は、その受理された日にこれらの規定に
規定する市町村長に提出されたものとみなす。
４　給与所得者は、第一項及び第二項の規定による申告書の提出の際に経由すべき給
与支払者が電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を
利用する方法であつて総務省令で定めるものをいう。以下この款において同じ。）に
よる当該申告書に記載すべき事項の提供を適正に受けることができる措置を講じてい
ることその他の政令で定める要件を満たす場合には、総務省令で定めるところによ
り、当該申告書の提出に代えて、当該給与支払者に対し、当該申告書に記載すべき事
項を、第三百十七条の三の二第四項に規定する申告書に記載すべき事項と併せて電磁
的方法により提供することができる。
５　前項の規定の適用がある場合における第三項の規定の適用については、同項中
「申告書が」とあるのは「申告書に記載すべき事項を」と、「給与支払者に受理され
たとき」とあるのは「給与支払者が提供を受けたとき」と、「受理された日」とある
のは「提供を受けた日」とする。
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番号 条　　　文 内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容

11 地方税法第45条の3の3

12 地方税法第295条

　所得税法第二百三条の六第一項の規定により同項に規定する申告書を提出しなけれ
ばならない者又はこの法律の施行地において同項に規定する公的年金等（所得税法第
二百三条の七の規定の適用を受けるものを除く。以下この項において「公的年金等」
という。）の支払を受ける第二十四条第一項第一号に掲げる者であつて、特定配偶者
（所得割の納税義務者（合計所得金額が九百万円以下であるものに限る。）の自己と
生計を一にする配偶者（退職手当等（第五十条の二に規定する退職手当等に限る。以
下この項において同じ。）に係る所得を有する者であつて、合計所得金額が九十五万
円以下であるものに限る。）をいう。第二号において同じ。）又は扶養親族（年齢十
六歳未満の者又は控除対象扶養親族であつて退職手当等に係る所得を有する者に限
る。）を有する者（以下この条において「公的年金等受給者」という。）は、当該申
告書の提出の際に経由すべき所得税法第二百三条の六第一項に規定する公的年金等の
支払者（以下この条において「公的年金等支払者」という。）から毎年最初に公的年
金等の支払を受ける日の前日までに、総務省令で定めるところにより、次に掲げる事
項を記載した申告書を、第三百十七条の三の三第一項に規定する申告書と併せて、当
該公的年金等支払者を経由して、当該公的年金等受給者の住所所在地の市町村長に提
出しなければならない。
一　当該公的年金等支払者の名称
二　特定配偶者の氏名
三　扶養親族の氏名
四　その他総務省令で定める事項
２　前項の規定による申告書を公的年金等支払者を経由して提出する場合において、
当該申告書に記載すべき事項がその年の前年において当該公的年金等支払者を経由し
て提出した同項の規定による申告書に記載した事項と異動がないときは、公的年金等
受給者は、当該公的年金等支払者が所得税法第二百三条の六第二項に規定する国税庁
長官の承認を受けている場合に限り、総務省令で定めるところにより、前項の規定に
より記載すべき事項に代えて当該異動がない旨を記載した同項の規定による申告書
を、第三百十七条の三の三第二項に規定する申告書と併せて提出することができる。
３　第一項の場合において、同項の規定による申告書がその提出の際に経由すべき公
的年金等支払者に受理されたときは、その申告書は、その受理された日に同項に規定
する市町村長に提出されたものとみなす。
４　公的年金等受給者は、第一項の規定による申告書の提出の際に経由すべき公的年
金等支払者が電磁的方法による当該申告書に記載すべき事項の提供を適正に受けるこ
とができる措置を講じていることその他の政令で定める要件を満たす場合には、総務
省令で定めるところにより、当該申告書の提出に代えて、当該公的年金等支払者に対
し、当該申告書に記載すべき事項を、第三百十七条の三の三第四項に規定する申告書
に記載すべき事項と併せて電磁的方法により提供することができる。
５　前項の規定の適用がある場合における第三項の規定の適用については、同項中
「申告書が」とあるのは「申告書に記載すべき事項を」と、「公的年金等支払者に受
理されたとき」とあるのは「公的年金等支払者が提供を受けたとき」と、「受理され
た日」とあるのは「提供を受けた日」とする。

　市町村は、次の各号のいずれかに該当する者に対しては市町村民税（第二号に該当
する者にあつては、第三百二十八条の規定により課する所得割（以下「分離課税に係
る所得割」という。）を除く。）を課することができない。ただし、この法律の施行
地に住所を有しない者については、この限りでない。
一　生活保護法の規定による生活扶助を受けている者
二　障害者、未成年者、寡婦又はひとり親（これらの者の前年の合計所得金額が百三
十五万円を超える場合を除く。）
２　分離課税に係る所得割につき前項第一号の規定を適用する場合における同号に掲
げる者であるかどうかの判定は、退職手当等の支払を受けるべき日の属する年の一月
一日の現況によるものとする。
３　市町村は、この法律の施行地に住所を有する者で均等割のみを課すべきもののう
ち、前年の合計所得金額が政令で定める基準に従い当該市町村の条例で定める金額以
下である者に対しては、均等割を課することができない。
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番号 条　　　文 内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容

13 地方税法第317条の2 第二百九十四条第一項第一号に掲げる者は、三月十五日までに、総務省令で定めると
ころにより、次に掲げる事項を記載した申告書を賦課期日現在における住所所在地の
市町村長に提出しなければならない。ただし、第三百十七条の六第一項又は第四項の
規定により給与支払報告書又は公的年金等支払報告書を提出する義務がある者から一
月一日現在において俸給、給料、賃金、歳費及び賞与並びにこれらの性質を有する給
与（以下この節において「給与」と総称する。）又は所得税法第三十五条第三項に規
定する公的年金等（以下この節において「公的年金等」という。）の支払を受けてい
る者で前年中において給与所得以外の所得又は公的年金等に係る所得以外の所得を有
しなかつたもの（公的年金等に係る所得以外の所得を有しなかつた者で社会保険料控
除額（政令で定めるものを除く。）、小規模企業共済等掛金控除額、生命保険料控除
額、地震保険料控除額、勤労学生控除額、配偶者特別控除額（所得割の納税義務者
（前年の合計所得金額が九百万円以下であるものに限る。）の第三百十四条の二第一
項第十号の二に規定する自己と生計を一にする配偶者（前年の合計所得金額が九十五
万円以下であるものに限る。）で控除対象配偶者に該当しないものに係るものを除
く。）若しくは第三百十四条の二第四項に規定する扶養控除額の控除又はこれらと併
せて雑損控除額若しくは医療費控除額の控除、第三百十三条第八項に規定する純損失
の金額の控除、同条第九項に規定する純損失若しくは雑損失の金額の控除若しくは第
三百十四条の七第一項（同項第四号に掲げる寄附金（特定非営利活動促進法第二条第
三項に規定する認定特定非営利活動法人及び同条第四項に規定する特例認定特定非営
利活動法人に対するものを除く。第五項において同じ。）に係る部分を除く。）及び
第十一項の規定により控除すべき金額（以下この条において「寄附金税額控除額」と
いう。）の控除を受けようとするものを除く。）並びに所得割の納税義務を負わない
と認められる者のうち当該市町村の条例で定めるものについては、この限りでない。
一　前年の総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額
二　青色専従者給与額（所得税法第五十七条第一項の規定による計算の例により算定
した同項の必要経費に算入される金額をいう。）又は事業専従者控除額に関する事項
三　第三百十三条第八項に規定する純損失の金額の控除に関する事項
四　第三百十三条第九項に規定する純損失又は雑損失の金額の控除に関する事項
五　雑損控除額、医療費控除額、社会保険料控除額、小規模企業共済等掛金控除額、
生命保険料控除額、地震保険料控除額、障害者控除額、寡婦控除額、ひとり親控除
額、勤労学生控除額、配偶者控除額、配偶者特別控除額又は扶養控除額の控除に関す
る事項
六　寄附金税額控除額の控除に関する事項
七　扶養親族に関する事項
八　前各号に掲げるもののほか、市町村民税の賦課徴収について必要な事項
２　市町村長は、第三百十七条の六第一項の給与支払報告書又は同条第四項の公的年
金等支払報告書が一月三十一日までに提出されなかつた場合において、市町村民税の
賦課徴収について必要があると認めるときは、これらの規定により給与支払報告書又
は公的年金等支払報告書を提出する義務がある者から一月一日現在において給与又は
公的年金等の支払を受けている者で前年中において給与所得以外の所得又は公的年金
等に係る所得以外の所得を有しなかつたものを指定し、その者に前項の申告書を市町
村長の指定する期限までに提出させることができる。
３　第三百十七条の六第一項又は第四項の規定により給与支払報告書又は公的年金等
支払報告書を提出する義務がある者から一月一日現在において給与又は公的年金等の
支払を受けている者で前年中において給与所得以外の所得又は公的年金等に係る所得
以外の所得を有しなかつたもの（前二項の規定により第一項の申告書を提出する義務
を有する者を除く。）は、雑損控除額若しくは医療費控除額の控除、第三百十三条第
八項に規定する純損失の金額の控除、同条第九項に規定する純損失若しくは雑損失の
金額の控除又は寄附金税額控除額の控除を受けようとする場合には、三月十五日まで
に、総務省令で定めるところにより、これらの控除に関する事項を記載した申告書
を、賦課期日現在における住所所在地の市町村長に提出しなければならない。
４　第一項ただし書に規定する者（第二項の規定により第一項の申告書を提出する義
務を有する者を除く。）は、前年中において純損失又は雑損失の金額がある場合に
は、三月十五日までに同項の申告書を提出することができる。
５　第二百九十四条第一項第一号に掲げる者は、第三百十四条の七第一項（同項第四
号に掲げる寄附金に係る部分に限る。）の規定により控除すべき金額の控除を受けよ
うとする場合には、三月十五日までに、総務省令で定めるところにより、当該寄附金
の額その他必要な事項を記載した申告書を、賦課期日現在における住所所在地の市町
村長に提出しなければならない。
６　第一項又は第四項の場合において、前年において支払を受けた給与で所得税法第
百九十条の規定の適用を受けたものを有する第二百九十四条第一項第一号に掲げる者
が、第一項の申告書を提出するときは、同項各号に掲げる事項のうち総務省令で定め
るものについては、総務省令で定める記載によることができる。
７　市町村長は、市町村民税の賦課徴収について必要があると認める場合には、当該
市町村の条例で定めるところにより、第二百九十四条第一項第一号に掲げる者のうち
所得税法第二百二十六条第一項若しくは第三項の規定により前年の給与所得若しくは
公的年金等に係る所得に係る源泉徴収票を交付されるもの又は同条第四項ただし書の
規定により給与所得若しくは公的年金等に係る所得に係る源泉徴収票の交付を受ける
ことができるものに、当該源泉徴収票又はその写しを提出させることができる。
８　市町村長は、市町村民税の賦課徴収について必要があると認める場合には、当該
市町村の条例で定めるところにより、第二百九十四条第一項第二号に掲げる者に、賦
課期日現在において有する事務所、事業所又は家屋敷の所在その他必要な事項を申告
させることができる。
９　市町村長は、市町村民税の賦課徴収について必要があると認める場合には、当該
市町村の条例で定めるところにより、新たに第二百九十四条第一項第三号又は第四号
に掲げる者に該当することとなつた者に、その名称、代表者又は管理人の氏名、主た
る事務所又は事業所の所在、当該市町村内に有する事務所、事業所又は寮等の所在、
当該該当することとなつた日その他必要な事項を申告させることができる。
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番号 条　　　文 内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容

14 地方税法第317条の3

15 地方税法第317条の3の2 　所得税法第百九十四条第一項の規定により同項に規定する申告書を提出しなければ
ならない者（以下この条において「給与所得者」という。）は、当該申告書の提出の
際に経由すべき同項に規定する給与等の支払者（以下この条において「給与支払者」
という。）から毎年最初に給与の支払を受ける日の前日までに、総務省令で定めると
ころにより、次に掲げる事項を記載した申告書を、当該給与支払者を経由して、当該
給与所得者の住所所在地の市町村長に提出しなければならない。
一　当該給与支払者の氏名又は名称
二　所得割の納税義務者（合計所得金額が千万円以下であるものに限る。）の自己と
生計を一にする配偶者（第三百十三条第三項に規定する青色事業専従者に該当するも
ので同項に規定する給与の支払を受けるもの及び同条第四項に規定する事業専従者に
該当するものを除き、合計所得金額が百三十三万円以下であるものに限る。次条第一
項において同じ。）の氏名
三　扶養親族の氏名
四　その他総務省令で定める事項
２　前項の規定による申告書を提出した給与所得者は、その年の中途において当該申
告書に記載した事項について異動を生じた場合には、同項の給与支払者からその異動
を生じた日後最初に給与の支払を受ける日の前日までに、総務省令で定めるところに
より、その異動の内容その他総務省令で定める事項を記載した申告書を、当該給与支
払者を経由して、当該給与所得者の住所所在地の市町村長に提出しなければならな
い。
３　前二項の場合において、これらの規定による申告書がその提出の際に経由すべき
給与支払者に受理されたときは、その申告書は、その受理された日にこれらの規定に
規定する市町村長に提出されたものとみなす。
４　給与所得者は、第一項及び第二項の規定による申告書の提出の際に経由すべき給
与支払者が電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を
利用する方法であつて総務省令で定めるものをいう。以下この節において同じ。）に
よる当該申告書に記載すべき事項の提供を適正に受けることができる措置を講じてい
ることその他の政令で定める要件を満たす場合には、総務省令で定めるところによ
り、当該申告書の提出に代えて、当該給与支払者に対し、当該申告書に記載すべき事
項を電磁的方法により提供することができる。
５　前項の規定の適用がある場合における第三項の規定の適用については、同項中
「申告書が」とあるのは「申告書に記載すべき事項を」と、「給与支払者に受理され
たとき」とあるのは「給与支払者が提供を受けたとき」と、「受理された日」とある
のは「提供を受けた日」とする。

　第二百九十四条第一項第一号の者が前年分の所得税につき所得税法第二条第一項第
三十七号の確定申告書（以下本条において「確定申告書」という。）を提出した場合
（政令で定める場合を除く。）には、本節の規定の適用については、当該確定申告書
が提出された日に前条第一項から第四項までの規定による申告書が提出されたものと
みなす。ただし、同日前に当該申告書が提出された場合は、この限りでない。
２　前項本文の場合には、当該確定申告書に記載された事項（総務省令で定める事項
を除く。）のうち前条第一項各号又は第三項に規定する事項に相当するもの及び次項
の規定により付記された事項（総務省令で定める事項を除く。）は、同条第一項から
第四項までの規定による申告書に記載されたものとみなす。
３　第一項本文の場合には、確定申告書を提出する者は、当該確定申告書に、総務省
令で定めるところにより、市町村民税の賦課徴収につき必要な事項を付記しなければ
ならない。
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番号 条　　　文 内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容

16 地方税法第317条の3の3 　所得税法第二百三条の六第一項の規定により同項に規定する申告書を提出しなけれ
ばならない者又はこの法律の施行地において同項に規定する公的年金等（所得税法第
二百三条の七の規定の適用を受けるものを除く。以下この項において「公的年金等」
という。）の支払を受ける第二百九十四条第一項第一号に掲げる者であつて、特定配
偶者（所得割の納税義務者（合計所得金額が九百万円以下であるものに限る。）の自
己と生計を一にする配偶者（退職手当等（第三百二十八条に規定する退職手当等に限
る。以下この項において同じ。）に係る所得を有する者であつて、合計所得金額が九
十五万円以下であるものに限る。）をいう。第二号において同じ。）又は扶養親族
（年齢十六歳未満の者又は控除対象扶養親族であつて退職手当等に係る所得を有する
者に限る。）を有する者（以下この条において「公的年金等受給者」という。）は、
当該申告書の提出の際に経由すべき所得税法第二百三条の六第一項に規定する公的年
金等の支払者（以下この条において「公的年金等支払者」という。）から毎年最初に
公的年金等の支払を受ける日の前日までに、総務省令で定めるところにより、次に掲
げる事項を記載した申告書を、当該公的年金等支払者を経由して、当該公的年金等受
給者の住所所在地の市町村長に提出しなければならない。
一　当該公的年金等支払者の名称
二　特定配偶者の氏名
三　扶養親族の氏名
四　その他総務省令で定める事項
２　前項の規定による申告書を公的年金等支払者を経由して提出する場合において、
当該申告書に記載すべき事項がその年の前年において当該公的年金等支払者を経由し
て提出した同項の規定による申告書に記載した事項と異動がないときは、公的年金等
受給者は、当該公的年金等支払者が所得税法第二百三条の六第二項に規定する国税庁
長官の承認を受けている場合に限り、総務省令で定めるところにより、前項の規定に
より記載すべき事項に代えて当該異動がない旨を記載した同項の規定による申告書を
提出することができる。
３　第一項の場合において、同項の規定による申告書がその提出の際に経由すべき公
的年金等支払者に受理されたときは、その申告書は、その受理された日に同項に規定
する市町村長に提出されたものとみなす。
４　公的年金等受給者は、第一項の規定による申告書の提出の際に経由すべき公的年
金等支払者が電磁的方法による当該申告書に記載すべき事項の提供を適正に受けるこ
とができる措置を講じていることその他の政令で定める要件を満たす場合には、総務
省令で定めるところにより、当該申告書の提出に代えて、当該公的年金等支払者に対
し、当該申告書に記載すべき事項を電磁的方法により提供することができる。
５　前項の規定の適用がある場合における第三項の規定の適用については、同項中
「申告書が」とあるのは「申告書に記載すべき事項を」と、「公的年金等支払者に受
理されたとき」とあるのは「公的年金等支払者が提供を受けたとき」と、「受理され
た日」とあるのは「提供を受けた日」とする。
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